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自動車ＮＯｘ・ＰＭ法改正案の国会論議

環境委員会調査室 金子 和 裕
かねこ かずひろ

１．はじめに
第 166 回国会において「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域に

おける総量の削減等に関する特別措置法 （自動車ＮＯｘ・ＰＭ法）の改正案が成立した 。」 1

衆議院及び参議院ではそれぞれ本会議質疑が行われ、衆参の環境委員会においては政府

に対する質疑に加えて参考人質疑も行われた。また、本改正案に対しては衆参の環境委員

会において附帯決議が付されるとともに、参議院においては、否決されたものの、修正案

が日本共産党から提出された。

本稿では、これら衆参における主な論議に加えて、附帯決議や修正案についても紹介す

ることとしたい。

２．改正案に関する主な論議
（１）法改正の必要性

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法は、自動車排出ガス中の窒素酸化物（ＮＯｘ）や粒子状物質（Ｐ

Ｍ）による大都市地域の大気汚染を改善するため、対策地域８都府県に使用の本拠を有す

るトラックなどの特定車種に関し特別な排出ガス基準を定め、この基準に適合しない車の

販売、使用を禁止する車種規制などの対策を講ずるものである。こうした車種規制などに

より、平成 22 年度までに二酸化窒素（ＮＯ ）や浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の大気環境基２

準をおおむね達成することが、法律に基づく総量削減基本方針において定められている。

本法の施行状況と法改正の必要性について、環境省から、本法による各種の対策と地方

公共団体や関係者の努力の結果、大気汚染は改善傾向にある。その一方で、自動車交通量

の多い交差点など一部の局地においては長期にわたり環境基準未達成の状況が継続してお

り、これらの局地では対策地域外から車種規制に適合しない車の流入が高いことも判明し

ている。こうしたことから、局地における大気環境を早期に改善し、環境基準の達成を確

実にするため、局地汚染対策と流入車対策を二本柱として本法を改正する必要があると判

断したものである旨の答弁があった 。2

（２）局地汚染対策

ア 重点対策地区の指定の在り方

局地汚染対策は都道府県知事が指定する重点対策地区において行われるが、対象と

なる地域について、環境省から、長期にわたり大気環境基準が達成されていない地区

に加えて、大気汚染の防止を図ることが特に必要である地区についても指定されるこ

とを国として期待している 。また、都道府県において指定の在り方が異ならないよ３
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う、総量削減基本方針においてその基本的な考え方を定めるとの答弁があった 。４

こうした一方で重点対策地区の具体的な指定に当たっては、法案の建物新設に係る

届出制度をいかすためにも、交差点などの汚染発生源だけでなく、周辺の建築物や幹

線道路も視野に入れ、一定の面的な規模を確保すべきとの意見があった。これに対し

て、環境省は、重点対策地区の範囲は局地汚染のある交差点等の周辺を想定しており、

具体的には当該地区の汚染状況や土地の利用状況、交通の状況等を勘案し、都道府県

知事が定めることとなるとの答弁にとどまった 。５

イ 重点対策計画の実効性

重点対策地域では、地域の指定を受けて、対策の実施に関する目標、その具体的方

策などを定めた重点対策計画が都道府県知事により策定されることとなる。

こうした重点対策計画の実効性を確保していくためには、特に道路管理者である国

土交通省の協力も十分担保される必要がある。このことについて、国土交通省は、関

係機関と連携し、交差点改良、道路緑化、環境施設帯の整備等の道路環境対策の立案、

実施等を通じて積極的な協力を行う所存と答弁し 、また、環境省からは、局地汚染6

対策が関係機関の連携の下で推進されるよう総量削減基本方針においてこれを明確に

示すとともに、国土交通省を始めとする関係行政機関に対し積極的に働き掛けを行っ

ていくとの答弁があった 。7

ウ 建物の新設に係る届出制度

本制度は、重点対策地区内でホテルや劇場など新たな交通需要を生じさせる建物を

新設する者に対し、駐車場や荷さばき施設の確保、アイドリングストップの実施など、

ＮＯｘ等の排出量抑制のための配慮事項等に関する届出を義務付けるものである。

大規模小売店舗立地法の大規模小売店舗は本制度の対象外となっているが、この理

由について、本制度及び大規模小売店舗立地法は共に自動車の交通需要の増加に着目

し、交通渋滞の解消など交通流量の問題に対処しようとするものであり、それらの対

策は共通するものとなる。よって、大規模小売店舗の新設についての届出の重複を避

けるため除外することとしたとの答弁が環境省からあった 。8

また、参考人からは、局地では建物の新設は少ないことが予想されることから、既

設の建物の改築の場合にも本制度を適用することが効果的であるが、運用上の問題と

して都道府県の条例などにより実施していくことも期待できる旨の意見があった 。9

（３）流入車対策

ア 法案による対策の概要とその効果

本対策は、対策地域の周辺地域から重点対策地区内の指定地区へ運行する自動車を

使用する一定の事業者に対し、ＮＯｘ等の排出抑制に関する計画の作成・提出や定期

報告を義務付けることにより、非適合車の流入抑制を図ろうとするものである。

対象となる事業者については、周辺地域内の１つの都道府県内に所有している自動

車の台数が 30 台以上であることを想定しているとの説明が環境省からあったが、も

う１つの要件である指定地区における自動車の運行回数については、今後検討すると
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の答弁にとどまった 。こうした対象事業者の把握手段や実効性の確保について、環10

境省は、指定地区に係る実態調査を踏まえ、法律に基づき都道府県知事による事業者

への報告聴取や立入検査を通じて該当事業者を把握するとともに、指導や勧告等の措

置により義務の履行を確保していくと答弁した 。11

また、法案では環境大臣が指定地区を指定し、指定地区に応じて周辺地域を環境省

令により定めることとなるが、周辺地域の範囲は対策の効果を左右する重要な要素の

１つとなる。これについて、環境省から、指定地区が未決定なため具体的な規模を説

明することは困難であるが、流入車対策の必要性にかんがみ、指定地区に流入する非

適合車が相当程度捕捉できるよう検討していく旨の答弁があった 。12

さらに、事業者が作成する排出抑制計画については、貨物自動車の積載効率向上な

どによる車両の使用量削減やエコドライブなどに関する職員研修、また、低公害車な

どの計画的導入といった、事業者の取組を促すものであり、過大な負担を伴うことな

く実効性を上げることができるものを考えているとの答弁が環境省からあった 。13

イ 流入車対策の在り方

非適合車の使用禁止という法律の車種規制は、対策地域内に自動車の使用の本拠を

有する事業者のみが対象となっている。こうしたことから、対策地域外からの非適合

車の流入が制度の公平性や排出量抑制などの観点からも大きな問題となっている。さ

らには、使用の本拠を対策地域外にあるかのように偽装する、いわゆる車庫飛ばしの

問題も起こっている 。14

平成 19 年２月に中央環境審議会から環境大臣に「今後の自動車排出ガス総合対策

のあり方」が意見具申されたが、平成 17 年 12 月に取りまとめられた同審議会大気環

境部会自動車排出ガス総合対策小委員会の中間報告では、この流入車対策について、

対策地域内での走行規制から車種規制等の全国への適用拡大など６案が示されている。

法案の流入車対策が中間報告から後退した内容になっていることを懸念する意見に

対して、同小委員会の委員でもあった参考人からは、６案にはそれぞれにメリット、

デメリットがあることから、中間報告では案を特定することなく６案すべてを示した

ものである。法案の内容はそれぞれのメリットを考慮して幾つかの案を組み合わせた

ものである旨の考えが示された 。15

また、車庫飛ばしの問題や首都圏１都３県及び兵庫県における条例による非適合車

走行規制の効果、さらには都道府県からの要望も踏まえ、対策地域内での非適合車の

走行規制を実施すべきとの意見があった。これに対して、環境省からは、こうした走

行規制を自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域である３大都市圏で実施する場合、違反車

両の取締りの仕組みやその財政負担などを考慮すると、公平性を確保しながら実効性

を十分担保する体制の構築は困難である。対策地域全体では大気汚染は改善傾向にあ

ることから、本法案の対策をまず実施し、効果を上げていく旨の答弁があった 。16

なお、兵庫県において走行規制の条例化に携わった参考人からは、兵庫県の場合、

非適合車の監視作業は相当の人手を要しているが、監視結果をみると非適合車の検挙

率は予想よりも低く、条例の効果は相当程度あると認識している。その上で、今回の
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法改正と県の流入規制が相まって効果が高まることを期待する旨の発言があった 。17

ウ ステッカー制度の構築

中環審の意見具申では、流入車対策として車種規制の適合車か否かが識別可能なス

テッカー制度の構築が挙げられている。本制度の実現性について、環境省は、流入車

対策の実効性を担保するとともに、自動車輸送業者による適合車の使用を促す効果も

期待できることから、その具体的な枠組みづくりを国土交通省、関係事業者等と連携

し、実現していきたいと答弁したが 、参考人からは、大気汚染は改善傾向にあり、18

事業者の（適合車への買換えなどの）費用負担も考慮すると、ステッカー制度の全国

的導入には若干問題があり、むしろ、局地汚染対策の観点から地方公共団体の取組を

尊重すべき旨の意見があった 。19

エ 荷主対策

このほか、法案では流入車対策として周辺地域から対策地域内に運行する自動車を

使用する事業者及び荷主に対し、ＮＯｘ等の排出抑制に係る努力義務が課せられる。

このうち、間接的排出者である荷主に対して期待される取組としては、環境省は、

貨物輸送の計画的な発注により貨物をできるだけ少ない頻度で運送させることや、運

送車両が適合車か否かステッカーを通じて確認することを例示として挙げた 。20

また、荷主に対する措置を強化すべきとの意見に対して、環境省は、荷主への努力

義務は法案の事業者の排出抑制計画の提出義務とともに総合対策の一助とし、これに

より地域の環境基準早期達成に向けて努力していく旨の答弁にとどまった 。21

一方、参考人からは、対策地域外の事業者は適合車への買換え負担が少なく、これ

により荷主は運送コストを軽減できる可能性があることから、負担の公平を維持して

規制の実効性を高める上でも、荷主に対する規制は重要である旨の認識が示された 。22

なお、貨物運送の依頼を行う荷主とこれを請け負う運送事業者の相互関係の重要性

にかんがみ、これらの連携を一層促すような方策について関係省庁と相談していくと

の答弁が環境省からあった 。23

オ ロードプライシング

交通渋滞や大気汚染の著しい地域に入る自動車に対して課金するロードプライシン

グは本法によるものではないが、首都高速道路では平成 13 年度から環境ロードプラ

イシング（並行する有料道路間の料金格差設定）が一部において実施され、市街地か

ら湾岸部への交通転換が確認されている。

中環審の意見具申においても、ロードプライシングは、ロンドンなどの海外事例も

踏まえ、面的な交通量抑制対策や流入抑制対策として有効とされている。その導入に

ついて、環境省は、経済面への影響や公平性の確保、合意形成の進め方などについて

検討する必要があり、効率的な物流システムやモーダルシフトなどの他の交通量抑制

策と併せて検討していきたい旨の答弁にとどまった 。24

（４）環境基準達成の見込み

法律に基づく総量削減基本方針では、平成 22 年度までにＮＯ などの大気環境基準をお２
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おむね達成するとされている。これについて、中環審の意見具申では、試算の結果、対策

地域全体では本目標の達成が見込まれている一方で、達成できない地点が試算の条件に応

じて局地的に 11 か所又は 15 か所あると見込まれている。

こうした目標達成に向けた環境大臣の取組方針と決意について、法案の成立により局地

汚染対策及び流入車対策を的確に実施し、低公害車の普及促進、物流・人流・交通流対策

など、ＮＯｘ等の排出抑制対策をさらに積極的に講じてまいりたい。これらの対策の推進

に当たっては、関係省庁、都道府県などと協力、連携しながら、実効あるものとなるよう

全力を尽くしていくとの答弁があった 。25

３．その他関連の論議
（１）東京大気汚染公害訴訟の和解に向けた取組

ア 東京大気汚染公害訴訟の経緯

東京大気汚染公害訴訟は、東京都内に居住・勤務する気管支ぜん息等の患者及び遺

族が、国、東京都、旧首都高速道路公団及びディーゼル車製造メーカー７社を被告と

して、損害賠償と自動車排出ガスの排出差止めを求めて提訴したものである。

平成８年に第１次提訴が行われ、同 14 年にこれに対する第１審判決が言い渡され

た。第１審判決では原告の一部に自動車排出ガスと健康被害との因果関係が認められ、

また、道路管理者に対する損害賠償の一部が認められたが、国、公団及び原告それぞ

れが控訴した。同 18 年９月に控訴審が結審した際に東京高裁から事実上の和解勧告

があり、これにより、当事者間で和解に向けた協議が始まった。

イ 和解に向けた国の方針

平成 18 年 11 月に当事者である東京都は、原告も要望している医療費救済制度（助

成総額：約 40 億円／年、負担割合：国・都はそれぞれ３分の１、首都高・メーカー

はそれぞれ６分の１）などを提案した。

環境省は、この東京都の提案について、健康被害の主たる原因はＮＯｘなどの自動

車排出ガスであるということが医学的知見に照らして十分でなく、法的な責任を負う

という意味合いを持つ医療費の給付はできない旨の答弁を行った 。26

こうした一方で本訴訟の代理人である参考人からは、本訴訟以外の大気汚染公害訴

訟では、過去５回、自動車排出ガスと健康被害との間には因果関係があるとの判決が

下されており、本訴訟の控訴審でも国側が因果関係を明確でないと主張を繰り返すこ

とは裁判の対応として問題がある旨の意見があった 。27

また、同じ代理人である別の参考人からは、昭和 48 年のオイルショックの影響で

自動車のディーゼル化が進む中で、ＰＭやディーゼル排気微粒子（ＤＥＰ）の健康被

害を認識しながら、ディーゼル車の排出ガス規制をガソリン車並にすることや軽油引

取税を見直すといった対策が遅れたことが健康被害の増加を招いたものであり、国の

責任は極めて大きい旨の意見陳述があった 。28

なお、本法案成立後、政府は公害健康被害補償法に基づく公害健康被害予防基金か
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ら 60 億円を取り崩し、東京都に拠出することを決め、他の被告も和解に応じたこと

から、本訴訟は和解が確定する見込みとなった。

ウ 事後的対策への取組の在り方

本訴訟の原告の中には、公害健康被害補償法による新規認定が昭和 63 年に打ち切

られたため、医療費などの給付を受けられない、いわゆる未認定患者もいる。こうし

た未認定患者の実態調査を行った参考人から、未認定患者は公害病の影響から収入が

低下し、医療費負担が家計を圧迫するため受診抑制によって症状が悪化するという悪

循環に陥っており、医療費助成制度の創設が必要である旨の指摘があった 。29

さらに同参考人から、環境問題の事前的対策については旧公害対策基本法を始めと

した基本法制があるが、事後的対策については健康被害や土壌汚染、自然再生といっ

た個別法制があるものの、政策領域として確立していないとの問題提起もあった 。30

（２）ＰＭ 2.5 に関する環境基準の設定

近年、ＳＰＭ（粒径 10 μｍ以下）の中でも粒径 2.5 μｍ以下の微小粒子状物質、いわ

ゆるＰＭ 2.5 の健康への影響が強く懸念されており、平成 13 年の「自動車から排出され

る窒素酸化物の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法 （自動車ＮＯｘ法）」

の改正案の附帯決議では早期の環境基準設定が求められているところである。米国では

1997 年に、ＥＵでは 2005 年にそれぞれ環境基準を設定しているが、日本では環境省が平

成 11 年から疫学調査などに着手しているものの、いまだ環境基準は設定されていない。

このＰＭ 2.5 の環境基準設定について、環境省から、現在、各種の基礎調査研究を通じ

て国内の健康影響に関する科学的知見の集積と諸外国の知見に関する情報収集を行ってい

る。これらを踏まえて、健康影響評価に関する検討会を省内に設置し、直ちに環境基準を

設定する状況にはないものの、精力的に取り組んでいくとの答弁があった 。31

（３）総合交通体系の構築

今後の交通政策は、大気汚染及び地球温暖化双方の観点から、交通量を抑制する交通需

要管理や高齢化社会においても重要な公共交通機関を充実させ、道路、鉄道等を一体に考

えた総合交通体系を構築する必要性があるとの意見があった。

これに対して、環境省は、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法では公共交通機関の利用促進など交通

量抑制のための対策を講じてきており、また、京都議定書目標達成計画でも同様の対策が

位置付けられている。今後は関係省庁とも連携して、環境に優しい交通体系の構築に向け

て努力していくと答弁した 。また、国土交通省からは、道路整備と公共交通整備はいず32

れも重要であることから、今後ともこれらの整備及び相互の連携を図りつつ、利便性の高

い交通体系の形成に向けた取組を積極的に推進する旨の答弁があった 。33

なお、参考人からは、自動車排出ガス対策と燃費改善は技術的にトレードオフ関係にあ

るが、2010 年にはその両立が可能な技術の進展が予想され、また、中長期的には物流体

系の合理化、交通流の円滑化、環境に配慮した交通体系の構築、都市構造の改善が進むこ

とと相まって、大気環境の改善と地球温暖化対策の進展が期待される旨の意見があった 。34
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４．参議院環境委員会における修正案及び附帯決議
（１）修正案の概要と旧環境庁による対策の検討経緯

参議院環境委員会において日本共産党から提出された修正案の内容は、ア．対策地域内

の特定事業所に対するＮＯｘ等の総量規制の創設、イ．粒子状物質対策地域内に使用の本

拠の位置を有しない非適合車の対策地域内での走行規制の創設、ウ．特定の荷主及び対策

地域内の卸売市場などの特定施設の設置者等に対する排出抑制計画の作成・提出の義務付

け、エ．自動車製造事業者等に係る総量削減の措置などとなっている。

このうち、事業所ごとの総量規制方式については、旧環境庁の窒素酸化物自動車排出総

量抑制方策検討会が平成２年に取りまとめた中間取りまとめにおいても、排出抑制策３案

のうちの１つとして挙げられている。中間取りまとめは、その後、最終報告、旧中央公害

対策審議会の答申を経て、平成４年の自動車ＮＯｘ法成立へとつながることとなる。

同検討会の委員でもあった参考人からは、事業所総量規制が採用されなかったことは個

人的には残念ではあったが、平成 13 年の自動車ＮＯｘ法改正により創設された事業者の

自主的な取組を促す報告制度（対策地域内の特定事業者への自動車使用管理計画の作成・

提出の義務付け）において部分的に導入されたと理解している旨の意見陳述があった 。35

なお、中間取りまとめの残りの２案は、法律制定時からの車種規制と今回の改正案の審

議でも取り上げられたステッカーによる走行規制である。

（２）参議院環境委員会附帯決議の概要

同修正案は否決され、改正案は全会一致で原案どおり可決されたが、この改正案に対し

付された附帯決議は９項目に上った。

その主な内容は、ア.平成 22 年度の環境基準の達成とそれ以降の対策の着実な実施、イ．

自動車交通量抑制について有効策の早期導入の検討、ウ．ステッカー制度等の早期導入の

検討、エ．ＰＭ 2.5 環境基準の設定とその対策の検討、オ．局地的汚染による健康影響に

関する調査の速やかな評価・解明、カ．東京大気汚染公害訴訟の早期和解に向けた対応な

どとなっている。

５．おわりに
大都市地域の自動車排出ガスによる大気汚染問題は、本法に加え、対策地域の都府県に

よる流入車規制、大気汚染防止法による排出ガス規制などにより、法律の基本方針である

平成 22 年度環境基準達成がほぼ確実なものとの認識が政府にはある。その一方でＰＭ

2.5 や局地的な大気汚染と健康影響との関係については、現在も調査研究の段階にあり、

実際の健康被害を考慮しない対策の在り方に懸念を示す意見が委員会審査においてあった。

今後は、健康被害の新たな発生を防止するために、対策地域の都府県が主体的に対策を

実施できるよう国などが後押しすることが重要である。また、既に発生している健康被害

については、国の調査研究の結果を注視するとともに、参考人の指摘も踏まえ、環境政策

の領域の１つとして事後的な対策の位置付けを検討する必要もあろう。
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